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速 報 令和3年度 税制改正解説

個人所得課税 退職所得課税の適正化

1 ． 改 正 の 背 景 ・ 趣 旨

（1）内容

2 ． 改 正 の 概 要

勤続年数5年以下で、かつ、役員等でない者の退職金（以下「短期退職手当等」という。）について、 短期退職手当等

の収入金額から退職所得控除額を控除した残額のうち、300万円を超える部分について2分の1課税が廃止される。

外部からヘッドハンティング等する際、意図的に、その（短期間勤務予定の）従業員の給与を下げ、代わりに高額な退

職金を支払う方法が見受けられる。従業員の退職金に関する税負担軽減の税制を利用した方法であり、これを是正

するために勤続年数5年以下の従業員に関する退職金について課税強化する。

【改正前】

勤続年数 従業員 役員等

5年以下 2分の1課税適用なし

5年超 2分の1課税適用あり
2分の1課税適用あり

【改正後】

役員等

退職手当等の収入金額から
退職所得控除額を控除した残額

：300万円以下の部分

退職手当等の収入金額から
退職所得控除額を控除した残額

：300万円超の部分
-

5年以下 2分の1課税適用なし 2分の1課税適用なし

5年超 2分の1課税適用あり 2分の1課税適用あり

従業員

2分の1課税適用あり

勤続年数



2020年12月10日

本資料は、現在弊社が入手し得る資料及び情報に基づいて作成したものですが、弊社は、その資料及び情報に関する信憑性、正確さを独自に確認していません。 本資料において一定の仮定を用いた試算を

行っている場合、その試算結果は仮定に基づいた概算であるため、別途詳細な検討が必要です。 本資料は貴社内での参考資料としてのご利用を目的として作成したものであり、他の目的で利用されること、

本資料の貴社外でのご利用もしくは第三者への開示がなされることのないようお願い申し上げます。

Discussion Purpose Only / Internal Use Only / 記載なし DRAFT / 記載なし

7
© 2023 Yamada & PartnersStrictly Private & Confidential

速 報 令和3年度 税制改正解説

（2）改正による影響額（従業員が勤続年数5年で退職した場合）

3 ． 適 用 時 期

所得税額 住民税額 所得税額 住民税額 所得税額 住民税額 合計額

500 8 15 8 15 0 0 0

1,000 38 40 89 65 51 25 76

5,000 695 240 1,647 465 952 225 1,177

10,000 1,762 490 3,944 965 2,182 475 2,657

④増税額（③－②）②改正前 ③改正後
①退職手当等の額

（単位：万円）

2022年（令和4年）分以後の所得税について適用される。あわせて、個人住民税についても、所要の措置が講じられる。

（参考）改正前の退職所得の計算方法

退職所得の金額＝（退職手当等の収入金額-退職所得控除額）×2分の1（注）
（注）勤続年数5年以下の役員等の退職金については、2分の1課税を適用しない

勤続年数は1年未満の期間は切り上げる。（例） 20年7か月 → 21年

勤続年数 退職所得控除額

20年以下 40万円×勤続年数（最低80万円）

20年超 800万円＋70万円×（勤続年数－20年）


